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参考資料 １ 

  インフラ長寿命化基本計画について 



「インフラ長寿命化基本計画」策定に係る経緯など

●社会資本の老朽化対策会議
（Ｈ２５．１．２５設置：国土交通大臣議長）

※当面講ずべき措置（H25.3.21（第２回)
➀現場管理上の対策
・緊急点検の実施
・優先施設への集中点検
・各施設の基準、マニュアル等の見直し
・データベース化
・プラットホームの運用開始
・新技術の開発、導入等
②現場を支える制度的な対策
・地方公共団体への支援

●「インフラ老朽化対策の推
進に関する関係省庁連絡会
議」 設置 （平成25年10月4日関係省庁申合せ）

●「今後の社会資本の維持
管理・更新のあり方につい
て」 答申 （平成25年12月25日）

（社会資本整備審議会・交通施策
審議会 答申 ）
第1章 維持管理・更新の現状と課題
第2章 今後目指すべき社会資本の

維持管理・更新の方向性
第3章 戦略的な維持管理・更新に

関する基本的な考え方
※１０項目の基本的考え形を整理

我が国の社会資本整備 建設後50年を経過 昨今の高速道路の天井落下、鉄道の脱線事故

●「日本再興戦略」 閣議決定
（平成25年6月14日）

「インフラ基本計画等の策定」 を位置付

１

・地方公共団体への支援
・財政的支援、窓口機能の強化
・維持管理等の担い手支援
・国の一元的なマネジメント体制の整備
・点検の規定の整備等
③長寿命化計画の推進
・策定対象施設拡大、
・記載すべき事項等の見直し

「インフラ長寿命化基本計画」

決定 （平成25年11月29日）
※基本計画の概要
➀目指すべき姿
・安全で強靭なインフラシステムの構築
・総合的、一体的なインフラマネジメントの実現
・メンテナンス産業によるインフラビジネス
の競争力の強化

②基本的な考え方

・インフラ機能の確実かつ効率的な確保
・メンテナンス産業の育成
・多様な施策、主体との連携

③計画の策定内容
・インフラ長寿命化計画（行動計画）
・個別施設毎の長寿命化計画

（個別施設計画）

④必要施策の方向性

※１０項目の基本的考え形を整理
第４章 戦略的な維持管理・更新のために

重点的に講ずべき施策

※国土交通省等が重点的に講ずべき
具体施策を提言 （ ３項目 ）

➀施設の健全性等を正しく着実に
把握するための取り組み

②維持管理・更新をシステマチックに
行うための取り組み

・長期的視点に立った計画の策定
・入札契約制度の改善
・維持管理更新に軸足を置いた組織・制度への
転換
・技術者の育成・支援、資格制度の確立

③維持管理・更新の水準を高める
ための取り組み

・技術開発
・地方公共団体への支援

「自治体支援のための老朽
化対策相談窓口の設置」

（平成25年7月16日）
近畿地方整備局 企画部事業調整官
（ＴＥＬ ： ０６－６９４２－４０９０）

維持管理研修の充実・強化



インフラ長寿命化基本計画
（国）

インフラ長寿命化計画
（国の全分野）

○インフラの長寿命化に関する基本方針
・目標とロードマップ
・基本的な考え方
・インフラ長寿命化計画の基本的事項
・必要施策の方向性
・国と地方の役割
・産学界の役割 等

インフラ長寿命化計画
（自治体レベルの全分野）

インフラ長寿命化に向けた計画の体系（イメージ）

基本計画

行動計画

H25.11.29インフラ老朽化対策の推進
に関する関係省庁連絡会議にて決定

2016年度までに策定
（国の全分野）

○基本計画の目標達成に向けた行動計画
・対象施設
・計画期間
・所管インフラの現状と課題
・中長期的な維持管理・更新コストの見通し
・必要施策の具体的な取組内容と工程
・フォローアップ計画
※施設特性に応じて必要施策を具体化

○施設の状態に応じた詳細な点検・修繕・更新の計画

（自治体レベルの全分野）

道路 河川 公共建築物 道路 河川

（個別施設毎の長寿命化計画）

※省庁毎に策定 ※自治体毎に策定

公共建築物

個別施設計画
2020年度までに策定

２



インフラ長寿命化基本計画等の体系（イメージ）

３



インフラ長寿命化基本計画の概要

４



近畿地方整備局による自治体支援近畿地方整備局による自治体支援

５



近畿地方整備局の老朽化対策相談窓口

近畿地方整備局では、これまでも道路、河川及び港湾等の個別分野に係る個別相談
への体制整備を図ってきたところですが、今般、更に地方公共団体への支援を充実
するため、老朽化対策相談窓口を企画部に新たに設置し、相談受付のワンストップ
化を図ることで支援体制の強化を行うこととしました。

■ワンストップ窓口
○全体総括 企画部事業調整官 06-6942-4090

○個別分野の窓口
河川、砂防等関係 河川部地域河川課 06-6942-4407 
道路関係 道路部地域道路課 06-6942-4418
まちづくり、公園、下水道関係

建政部都市整備課 06-6942-1080
住宅関係 建政部住宅整備課 06-6942-1087
港湾関係 港湾空港部港湾事業企画課

078-391-4214
公共建築関係 営繕部計画課 06-6944-0004

６



維持管理研修の充実・強化（案）

１．目的
来年度以降、維持管理・更新に係る本格的なＰＤＣＡサイクルへの移行を図るに当たっての人
材育成の充実の一環として、老朽化による社会的な影響が大きく、点検による安全性の確認が
急務となっている主な施設を対象に、実務的な点検の適切な実施・評価に重点を置いた研修を
来年度から実施。

２．充実・強化のポイント
・施設の点検要領を十分に理解し、委託業者の点検結果を適切に評価できるよう、点検に係
る実習等実務に係る内容を中心にカリキュラムを充実。

・教材として、国土技術政策総合研究所や（独）土木研究所、関連業界等が監修した全国統一
のテキストを使用。のテキストを使用。
・現在見直し中のマニュアルの内容を研修に反映、自治体の点検業務に資する内容に。

３．対象者
・国、都道府県、市町村における施設の維持管理に係る実務担当職員
（国で言えば地方整備局の事務所係長レベル）

４．今後のスケジュール（予定）
平成２５年１１月 来年度研修の全体像取りまとめ

１２月 各地方整備局等における研修概要作成
平成２６年 ３月 全国統一テキスト完成

４月 研修開始 ７



維持管理研修の充実・強化（案）

５．対象施設・研修場所等（現時点の検討状況）

対象施設 研修場所 名称（仮称）

道路（橋梁）

地方整備局
（技術事務所）

・点検エキスパート（橋梁初級）研修
・点検エキスパート（橋梁中級）研修道路（トンネル）
・点検エキスパート（トンネル初級）研修

道路（土工）
・点検エキスパート（土工初級）研修

河川（堤防等） 地方整備局
（技術事務所）

・河川管理実務者研修

公園 国土交通大学校 ・公園緑化研修公園 国土交通大学校 ・公園緑化研修

下水道 検討中

港湾 国土交通本省 ・港湾施設の維持管理に関する技術講習会

国土技術政策総合研究所 ・港湾施設維持管理コース

航空 国土交通大学校 ・空港整備・管理運営研修

国土技術政策総合研究所 ・空港土木施設管理コース

※道路、河川は、国土交通大学校の研修についても検討中。
※各都道府県の建設技術センターにも実施の協力を要請（国で作成するテキストを無償提供）。
※社会基盤メンテナンスエキスパート養成の取り組みを行っている大学とも適宜連携。

８



本審議会の諮問事項『都市基盤施設の効率的・効果的な維持管理・更新に関する長寿命化
計画』と国通知のインフラ長寿命化計画(行動計画)の策定等との関係について。 

～大阪府～ 

『都市基盤施設の効率的・効果的な維持管理・更

新に関する長寿命化計画』 

～国～ 

『インフラ長寿命化計画(行動計画)の策定等』 

H25. 12.4  審議会 

H25.11.29  「インフラ長寿命化基本計画」決定 

・各施設管理者が基本計画に基づき「インフラ長寿命化計
画(行動計画)」を 策定する。 

・各施設管理者が行動計画に基づき「個別施設毎の長寿命
化計画」を策定する。 

H26年度  審議会 各部会 

戦略的な維持管理の推進に向けて 
 ・効率的・効果的な維持管理手法の確立 
 ・持続可能な維持管理の仕組みづくり 

各施設管理者は概ねH 27年
度までに計画策定 

・戦略的な維持管理の推進に向けた中間報告 

H25年度   

『都市基盤施設の効率的・効果的な維持管理・更新に
関する長寿命化計画』 
 ･施設毎の都市基盤施設長寿命化計画の策定 

H26.3.24  審議会 幹事会・全体検討部会 

連携 

本審議会が策定する『都市基盤施設の効率的・効果的な維持管理・更新に関する長寿命化計画』は、国が策定通
知を出した「インフラ長寿命化計画(行動計画)」及び「個別施設毎の長寿命化計画」を網羅したものとする。 

H26年度   

H26.3月末 国土交通省行動計画策定（予定）   

個別施設計画の作成マニュアル等順次作成   

情報提供 

取り組みにあたての参考資料等の支援   


